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第２章 

 

環境汚染被害者の行動に関する研究資料 

―中国の事例研究に備えて― 

 
大塚健司 

 

 

 

はじめに 

 

 中国では、環境汚染問題の深刻化と被害の拡大が指摘されているものの、

被害の実態や被害者の行動についての知見は、情報へのアクセスが制約され

ていることから、きわめて乏しい。一方で、沿海地域を中心に、環境汚染物

質を垂れ流す工場やそれに対して無策な地方政府に反対する農民の大規模な

要約： 

 中国における環境汚染被害者の行動を分析する枠組を探るため、中国の

事例に関するいくつかの先行研究や関連資料に加えて、当該分野において

研究蓄積の豊富な日本に関する文献を中心に研究サーベイを行い、論点の

整理を試みた。今後の研究課題として、制約条件下における情報収集のあ

り方とその吟味の重要性、中国の実情にあった分析枠組の構築の必要性な

どを指摘した。 

 

キーワード： 

 環境汚染（公害）被害、（公害）環境紛争、社会運動、日本、中国 
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暴動の発生も伝えられている。 

 本章では、中国における環境汚染（公害）被害者の行動を分析するための

枠組を探るため、中国の事例に関するいくつかの先行研究や関連研究資料に

加えて、当該分野における研究蓄積の豊富な日本に関する文献を中心に研究

サーベイを行い、論点の整理を試みる。 

 以下、第 1 節では、中国における環境汚染被害者の行動に関する先行研究

および関連資料を紹介する。第 2 節では、日本における公害被害者等の社会

運動に関する先行研究を紹介する。最後に、むすびにかえて、中国における

環境汚染被害者の行動分析に向けた今後の研究課題について若干の検討を行

う。 

 

 

第１節 中国における環境汚染被害者の行動に関する研究 

 

 中国の環境行政の開始時期は、先進諸国とほぼ同じ 1970 代初頭であるが

（大塚, 2006b）、日本の環境行政が開始当初から激甚な健康被害をともなう

公害問題への対応を重要課題としてきたのに対して、中国では環境汚染1に起

因するとみられる健康被害について環境行政に専門部署が設けられたのは

2005 年になってからである2。しかも、共産党の一党支配による社会主義体

制を敷く中国では、健康被害を伴うような大規模な事件について党・政府は、

社会の安定を損ない、体制批判につながることを恐れ、関連行政情報を機密

事項とし、また報道機関への情報統制を行っている。たとえ中央レベルにお

いて積極的な情報統制がないイシューであっても、地方レベルでは地元政府

が人事考課の減点や投資の減退などを恐れて、しばしば調査・告発活動が制

限されることがある。近年では、国内の NGO や内外のジャーナリストが汚

染被害の調査・取材を行い、マスメディアやインターネットを通じてその実

態の一端が明らかにされつつあるものの、中国において環境汚染被害の実態

を知ることは未だ容易ではない。 
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 上記のような制約のなかではあるが、中国の環境汚染被害・紛争の実態を

知る手がかりとなる行政資料や研究報告もいくつか存在する。以下、主なも

のを紹介する。 

 

１．1980 年代までの環境汚染被害・紛争の実態に関する先行研究と関連資料 

 

 中国ではいわゆる改革開放による高度経済成長より以前から、無秩序な開

発や企業の生産活動により、環境汚染・破壊が発生していた。蔡(1999)は、

1964 年に、武漢市で化学工場の廃液により被害を受けた農民たちが、工場の

排水口を塞ぐという実力行使に及び、結果、逮捕されるという事件を紹介し

ている。また、Wang et al.(2001）、王(2002) 、王編(2002)は、1973 年に、

河北省沙河県でリン肥料工場の汚染への抗議として、村幹部が工場への電力

供給を止め、反革命破壊罪として党籍剥奪と有期懲役の刑を受けた事件を紹

介している。劉編(1995)は、1974 年に、北京市の官庁ダム流域において、汚

染被害を受けた農民が農薬工場を襲撃し、12 日間生産停止に追い込むという

事件を紹介している。 

 改革開放前の状況については、いくつかの行政資料においても言及されて

いる。国務院環境保護委員会弁公室編(1988)には、重工業都市の瀋陽市にお

いて、1977 年 12 月 12 日から 5 日間にわたり、煙塵がたちこめた大気汚染

のために 2000 人余りの住民が急性中毒を引き起こし、608 人が病院で手当

を受け、45 人が死亡したという当時国家環境保護局長の曲格平の発言が掲載

されている。また、曲格平を中心とする編集委員会により編纂された『中国

環境保護行政二十年』では、1970 年代にはすでに、松花江水系で水銀を含む

工場排水が毎日大量に流入して支流の嫩江で魚が大量死し、その魚を食して

いた漁民に水俣病に類似した症状があらわれていたことが記されている。 

 改革開放後の環境汚染被害・紛争に関する比較的まとまった文献としては、

趙（貴州省環境保護局）編(1989)がある。ここでは 1979 年以降に全国各地

で発生した 88 件の環境紛争事例が収録されている。序文を曲格平が執筆し
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ている。 

 

２．中国政法大学公害被害者法律援助センターの設立と展開 

 

近年の環境汚染被害・紛争については、王燦発らによる一連の実践と研究

が注目される。王がセンター長をつとめる中国政法大学公害被害者法律援助

センター(CLAPV)は、1998 年に中国政法大学の許可を得て司法部に登録さ

れたプロフェッショナルなボランティア・グループ―環境 NGO である3。

1999 年より被害者法律相談ホットラインという専用電話を設け全国の環境

汚染被害者に対して無償の法律相談サービスを提供している。開設以来 5 年

余りで 8000 本近い電話が記録されており、また 2005 年 3 月までに 74 件の

損害賠償請求事件を支援している（日本環境会議ほか編, 2006, pp.50-51）。

CLAPV の活動内容については、独自のウェブサイトで支援案件の状況を含

む活動動向を公開しているほか、CLAPV のメンバー自身による論文や報告

を含むものとして、Wang et al.(2001）、王(2002) 、王編(2002)、中国政法

大学(2002)、許(2003, 2004)などがある。 

そのなかで、Wang et al.(2001)、王（2002）、王編（2002)では、被害救済・

紛争処理に関する政府の認識と法制度の整備状況からその歴史的発展過程が

まとめられている。王らは、(1)政府が汚染を否認して権利侵害救済を抑圧し

ていた時代(1978 年以前)、(2)政府が環境権利侵害を正視して法律で救済手段

を規定するとともに、関連訴訟が次第に増加した時代(1978～91 年)、(3)環境

権利侵害訴訟の特徴に応じて特別規定が置かれ、環境権利侵害救済が次第に

重視された時代(1991 年以降)、という時代区分を行っている。 

また、Wang et al.(2001）では、江蘇省における酒造工場による水汚染被

害、広西壮族自治区におけるセメント工場による大気汚染被害、内モンゴル

自治区における銅精錬工場による大気汚染被害、江西省における発電機のオ

イル流出による水汚染被害、上海市における製薬工場排水による水汚染被害、

という 5 つのケーススタディがとりあげられており、巻末には各訴訟の法律
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文書（中国語）が収録されている。CLAPV の訴訟案件に関しては、他に前

掲の CLAPV による資料でも取り上げられている。 

 CLAPV による訴訟支援は必ずしも成功しているとは限らない。許(2003)

は、主な問題点として、(1)地方政府による経済発展重視、(2)被害者による調

査・証拠取得の困難さ、(3)挙証責任転換原則の適用についての法院の不理解、

(4)裁判で現地の社会経済的影響が考慮されるなど審理に公正さを欠くこと、

などをあげている。 

また、先の 5 つの事例を含めて、現在の環境汚染被害者による訴訟の多く

は、農畜産物や養殖魚など物的損害に対する賠償請求と不法行為の停止にと

どまっており、健康被害に関する訴訟はたとえ提起されたとしても困難が多

い。これに対して王(2005)は、公害病に関する鑑定機構と特別立法の必要性

を主張している。 

他方、CLAPV は日本の研究機関や研究グループとも交流が深く、2000 年

度には、アジア経済研究所と”Studies on Environmental Pollution Disputes 

in East Asia”に関する共同研究を行っており、その成果は前掲した Wang et 

al.(2001）にまとめられている。また、日本環境会議とは 2001 年以来、環境

被害救済・環境紛争処理に関する日中国際ワークショップを開催しており4、

その成果や予稿集については、日本環境会議編(2002)、大塚・寺西（2002）、

王編（2002）（以上、第 1 回）、大塚（2004a）、熊本学園大学編(2004)（以上、

第 2 回）、華東政法学院編（2005）、相川 (2006a)、大塚（2006a）（以上、

第 3 回）などがある。 

こうした CLAPV との共同研究や交流活動に参加した日本の研究者により、

CLAPVの活動分析やCLAPVが支援する訴訟に関する研究が生まれており、

例えば、相川(2002, 2006c）、大塚・相川(2004)、櫻井(2006)、日本環境会議

編(2006)などがある。必ずしも CLAPV のフィールドではないが、李(2006)、

奥田(2006)などの研究も注目される。 

 また、日本の弁護士グループが「公害被害の実態と救済」というテーマで、

CLAPV を含めて日中韓の活動交流を行っており5、そのなかで座長をつとめ
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た中嶋弁護士が日本の経験をふまえて、「公害環境訴訟が前進するための 6

つの条件」として、(1)裁判を闘う被害者、(2)被害者とともに不屈に徹底的に

闘う弁護士集団、(3)闘いに協力する専門家集団、(4)物心両面から被害者を支

える支援集団、(5)被害救済を求めるマスコミと広範な世論、(6)被害者の声に

真剣に耳を傾ける可能性を持った裁判所・裁判官、を提示している（村松, 

2004）。 

 

３．深刻化する環境汚染被害と関連資料および先行研究の動向 

  

 1980 年代以降、環境行政・法制度の整備につれて、地方レベルでの環境政

策法規の執行状況の改善が重要課題となり、1993 年から、政府、人民代表大

会（以下、人代）、報道機関による上から下への監督検査活動が展開された（大

塚, 2002）。これによって、党・政府宣伝部門による情報統制は堅持されつつ

も、以前に比べて、環境汚染被害や環境汚染事故について、新聞やテレビな

どにおける報道が強化された。 

たとえば、1984 年に中央環境行政の機関誌として創刊した『中国環境報』

には、各地の環境汚染事件に関する報道もあり、ウェブサイトでも日々記事

が更新されている。共産党中央の機関誌である『人民日報』をはじめ、主要

な報道機関においても記事や番組で環境汚染事件がとりあげられているほか、

《中央電視台》、《人民網》、《新華網》など独自のウェブサイトで、時々刻々

と事件の追跡報道が行われている。 

また、行政による情報については、『中国環境年鑑』や『環境保護文件選編』

において、環境汚染事件の記載があり、国家環境保護総局のウェブサイトで

も関連記事が掲載されている。国家環境保護（総）局6は環境行政部門に寄せ

られた環境汚染問題に関する苦情を含む投書や来訪件数などに関する統計を

1989 年分から、環境汚染・破壊事故に関する統計を 1991 年分から公表して

いる。これら統計資料の解説については、大塚(2004b)、相川(2004)などがあ

る。 
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環境汚染事故の具体的な事例研究としては、2005 年 11 月に発生した吉林

市の化学工場の爆発による松花江の水汚染事故に関する相川(2006b)がある。

相川(2006b)は、2005 年の事故だけではなく、その背景として 1960 年代末

から 1980 年代初めにかけて同工場の排水により引き起こされた水銀汚染問

題についても考察している。また他に環境汚染事故とその被害を扱ったもの

として、大塚・相川(2004)、大塚(2007)などがある。 

 2004 年 7 月には、淮河流域で大量の汚水が下流に流れ、大きな被害が発

生し、淮河流域の水汚染問題が再び注目を集めた。そして同年には、流域規

模の水汚染事故に加えて、水汚染に起因すると疑われる癌をはじめ様々な疾

病が流行している、いわゆる「癌の村」が流域で見られることもマスメディ

アで改めて暴露された。淮河流域の環境被害については、霍（2005）、大塚

(2005)、Economy(2005)、相川(2006a)、張（2006a）などで紹介されている。 

そのなかで大塚(2005)は、中央テレビ局（中央電視台：CCTV）の番組に

おける被害村の党書記の発言を引用して、「慢性的な環境被害のなかで、人々

は日々の暮らしを営まざるを得ないというある種『諦めの日常』があちらこ

ちらに存在するのではないか」と、「諦観する声なき被害者」の潜在的拡大を

示唆している。また、張(2006a)は、淮河流域を含む河南省の「癌の村」に関

する報道記事および現地調査をふまえて、被害の実態と被害による村の人口、

経済、社会的影響を考察している。張は、癌による家族関係や村落社会関係

の疎外など、環境被害による生活構造や社会構造への影響を指摘している。 

淮河流域における環境被害が明るみになったのは、地元におけるフォトジ

ャーナリストの NGO 活動によるところが多い（霍, 2005）。しかしそうした

活動も、環境被害拡大の事実を隠蔽しようとする地元政府による圧力を受け

うることが大塚ほか(2006)などで示唆されている。 

こうした環境被害者および支援者への抑圧がある一方、集団による抗議行

動も報告されている。たとえば、張(2006b, 2007)は、長江デルタ地域におけ

る環境紛争をとりあげている。とくに張(2007)では、2005 年に浙江省東陽市

画水鎮の工業団地による環境汚染被害に対する農民の抗議行動（環境暴動）
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の経過を詳細に紹介している。また、張(2006b)は、「多数の国民が生態悪化

と環境破壊を受け入れる限界」を「社会的許容度」と定義し、この許容度を

超えると「社会的危機」が発生し、暴動が多発すると議論している。一方で、

政治・経済が一体となった開発メカニズムのもとでは、「深刻化する中国の環

境公害・侵害は、日本の『四大公害』のようにすぐに広範的社会・環境運動

につながるとは展望しがたい」と指摘している。 

 

 

第２節 日本における公害被害者等の社会運動に関する研究 

 

 日本における公害被害者をはじめ広く公害問題に反対する地域住民の社会

運動に関する研究資料は膨大な量におよぶ。梶田(1986)では、反公害運動や

住民運動を、戦後日本社会の激しい地域変動を背景にして生まれた「新しい

社会運動」の日本的形態としてとらえ、とくに 1970 年代には「日本の社会

運動を代表するもの」となったと評価している。1970 年代当時にまとめられ

た、住民運動の理論的かつ実証的な研究成果としては、たとえば松原・山本

(1975)がある。また梶田(1986)は、運動の展開過程、産業経済問題としての

公害問題への対応、住民と行政（革新自治体）の関係、地域開発の構造、「生

活防衛運動」としての日本的特色、コミュニティ形成、高度経済成長の終焉

にともなう住民運動の停滞など、1980 年代中盤までの主な論点と代表的な文

献を紹介している。 

日本の社会学における公害・環境問題に関する研究史のなかに位置づけて

比較的まとまった解説がなされているものとして飯島(1994, 1998)がある。

ここでは、飯島自身の業績を含めて公害被害者の社会運動を含む多数の文献

が紹介されている。1970 年代に活発になった住民運動研究としての環境運動

研究は、その後、環境社会学に引き継がれ、発展しつつある。 

以下では、主に 1990 年代以降の環境社会学に関する代表的な文献から、

特徴的な論点を整理する。なお、ここでは、研究史を追うこと自体が目的で
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はないため、学会誌を除き、必ずしも初出文献ではなく、比較的入手しやす

い単行書に収録されたものを主に参照している。また、必要に応じて、1980

年代以前の研究成果にも言及している。 

 

１．社会史 

 

 日本の公害被害者の社会運動に関する研究の代表的なアプローチとして、

社会史があげられる。社会史の視点からこのテーマに最初に取り組んだのは

飯島伸子である（飯島, 1993a, 1993b, 1995, 2000a）。 

 環境問題の社会史的研究の方法論について、飯島(2000a)は、「人間社会と

自然環境の間に発生している環境問題について、その社会的側面に注目しな

がら時系列的に検討することを通して、それぞれの時代の環境問題の社会的

特徴を明らかにする方法である」（p.17）と定義している。そして、「人間社

会と環境問題の相互関係と言っても、実に多様な側面をもつ」とし、基本的

な視点として、「加害－被害関係および環境行動というクロス軸」、「自損・他

損・被損関係」という 2 つの「軸」を提示している(pp.292-294)。これらの

軸の基底には後述する「加害－被害構造」という飯島の基本的な視点がある。 

 日本の環境問題の時期区分については、飯島(1993b)では、第Ⅰ期―江戸時

代以前（1868 年以前）、第Ⅱ期―明治時代～第 1 次世界大戦前（1868～1914

年）、第Ⅲ期―第 1 次世界大戦時～第 2 次世界大戦終了時(1914～1945 年)、

第Ⅳ期―第 2 次世界大戦後～1950 年代前半期（1945～1954 年）、第Ⅴ期―

1950 年代後半期～1960 年代前半期(1955～1964 年)、第Ⅵ期 1960 年代後半

期～1970 年代前半期(1965～1974 年)、第Ⅶ期―1970 年代後半期～1980 年

代前半期(1975～1984年)、第Ⅷ期―1980年代後半期～現在(1985～1993年)、

と 8 区分されている。この時期区分にあたっては、「環境問題の発生源の種

類と被害者のタイプ、行政の対応、被害者あるいは居住者（住民）の行動や

態度」を重視したとされている（p.9）。 

 こうした飯島による環境問題の社会史に関する包括的な研究の中核となっ
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ているのは、公害被害者の運動である。飯島(1993a)では、「被害者の抵抗運

動を柱として」日本の公害史を江戸時代から 1980 年代後半以降までおおま

かに 7つに時期区分しているが、その基準として「被害者運動の性格の変化」、

「運動に影響を与えた社会的条件の変化」、「公害の実態における変化」の 3

点を用いている。また飯島(1995)では、被害者の運動を含めた日本の環境運

動の類型化を試み、(1)反公害・被害者運動、(2)反開発運動、(3)他国への「公

害輸出」抗議運動、(4)環境保全・環境創造運動の 4 つのタイプを提示してい

る。このうち、第 1 のタイプである反公害・被害者運動についてはさらに、

①農業者および都市居住民による発生源の操業差し止め要求運動と②被害補

償要求を通して発生源責任を追及する公害裁判闘争に分けて解説している。 

 以上、飯島の基本的な視点を中心に、社会史的アプローチによる公害被害

者の運動研究を見てきたが、こうした視点を共有すると思われるケーススタ

ディは、社会史的アプローチを明示しないものまで含めると、かなりの数と

なるであろう。たとえば、ユニークなものとして、住民運動の担い手自らに

よる加藤(2005)の著作がある。これは尼崎の公害反対運動の初期から中心的

にかかわった立場から、運動の記録を正確に残そうとしたものである。 

社会史的アプローチを明示したものとして、菅井(2001)による足尾鉱毒事

件に関する研究がある。菅井(2001)はこの歴史的事件をとりあげる現代的意

義として、同事件に対する被害者、加害企業、政府、学者、新聞、政治家な

どの対応に注目している。 

 また、本節冒頭で触れた地域開発の構造との関連（梶田, 1986）では、被

害漁民の運動について詳細な研究を行ったものとして若林(2000)がある。若

林(2000)は、戦前から現代に至る浦安漁民闘争史について詳述している。そ

のなかで、浦安での漁民運動を時期区分する上でその背景にある「開発主体

である巨大資本および国・県の開発企図とその進度、漁業生産力、地域社会

の経済・社会構造」について「トータルに把握」することが必要であると指

摘している。 
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２．被害構造論 

 

 公害被害者の行動を考えるにあたり、被害者の置かれた環境の危機的状況

とそれによる直接的な被害状況だけではなく、被害者をとりまく生活・社会

構造に踏み込んで検討する必要がある。この点で参考になるのが飯島(1993c, 

2000b)らによる被害構造論である。 

飯島(2000b)によれば、被害構造論は生活構造論にヒントを得て構築された

ものであり、また生活構造論において提示されていた生活の重要な要素のう

ち生活水準と生活関係の 2 つに着目したとされている。その議論は以下の 5

点に集約されるとしている。すなわち、(1)被害が環境や生命の次元にとどま

らず被害者および被害者家族の生活全般に及ぶこと（生活被害）、(2)被害構

造は加害構造により作り出されていること、(3)健康被害から生活被害への拡

大過程において、それを加速あるいは減速させる社会的要因（被害者の家族

内における地位・役割、被害者本人あるいはその家族の社会的位置や社会的

階層、被害者本人あるいはその家族の所属集団）が働いていること、(4)被害

が地域社会の活力の低下をもたらすこと、(5)加害構造を打破するきっかけは、

被害者自身と被害者を支援するひとびとからなる集団的な行動の中に見出さ

れること、である（pp.8-9）。こうした視点による研究は水俣病を中心に展開

されるが、また一地域社会、あるいは国内問題のみならず、国際的な環境問

題への展開についても示唆されている。 

また、飯島(2000b)は、こうした被害構造論を基礎とした加害－被害構造と

いう概念を、「さまざまな人間活動の結果として発生した環境悪化が、ひとび

との健康や生活に悪影響を及ぼし、そこで生じた健康被害や生活被害が、も

ろもろの社会的関係のなかで連鎖的に拡大していく事態の総体を、加害行為

と被害現象との社会的な関連性を基軸として考える枠組」（p.6）と規定して

いる。加害－被害構造を意識したまとまった研究書としては、新潟水俣病問

題を多角的な視点から分析した飯島・船橋編(1999)などがある。 

 被害構造論を援用した被害者の社会運動に関する最近の事例研究として、
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たとえば新潟水俣病に関する堀田(2001)がある。堀田は、「その範囲は家族や

地域社会にもおよび、当事者たちは社会的疎外、差別、周囲の無理解など精

神的被害や社会的諸関係の被害も被った」として被害の構造的な側面を指摘

する。また、認定制度が導入され、認定されれば企業の補償を受けられるよ

うになって以降も、風評被害などをおそれて被害者であることを隠さざるを

得ない被害者の存在に注目している。そして被害者はそうした状況をどう克

服し、またどのように「その生活体験のなかで被害者運動を担っていったの

か」と問い、被害者の受容－克服過程に着目して、生活経験と運動のダイナ

ミズムをとらえている。 

 

３．社会運動のマクロ分析 

 

 日本において公害被害者の運動を含む環境運動がどのように変化していっ

たのかという点は多くの研究者の関心をひきつけている。 

 まず、争点となっているのが、1960 年代から 70 年代初めにかけて高揚し

た住民運動がその後停滞したのはどうしてか、という点である。庄司(1986)

は、「住民運動停滞の原因」について、住民運動を、「高度経済成長が『全国

総合開発』と一体となって引き起こした地域問題や、都市問題、生活問題、

さらには人権問題への住民の反応であった」としたうえで、「労働運動が不況

よりもむしろ好況と正の相関関係をもつように、住民運動もまた経済と社会

の沈滞期よりも発展期と積極的な関係にあるのであろう」と考察している。

すなわち、労働運動が、「好況の時にはその組織の力によって取れるだけのも

のを取ろうとするが、不況の時にはむしろ生活防衛的になり運動を控えるよ

うになる。それと同じように、住民運動も、『高度成長』と『全国総合開発』

が続いていたあいだは、その諸矛盾に反応して生活と環境を防衛しつつさら

により良いものを要求することを知ったものの、その組織がもともとアド・

ホックで制度化されていないだけに、不況後のゆるやかな景気回復のなかに

あってその活性化の契機をつかみかねているのであろう」という。 
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 また、長谷川(1993, pp.116-117)は、まず住民運動が発展した要因は、「高

度経済成長政策のもとで現実に国土の改変が著しく進行したこととともに、

一連の戦後改革によってこのような制度形成が進んだことにある」とし、そ

の「制度形成」として、基本的人権や社会権などの権利の制度化、裁判など

問題処理手続の制度化、ジャーナリズムや研究機関、社会運動組織などの社

会的監視機構の発達などをあげている。その住民運動が 1970 年代半ば以降

に「限界」を指摘されるに至ったのは、「政策決定に係わる政治的機会の構造

と、運動の内部的および外部的資源状況に規定された」ためであるという（長

谷川, 2001, pp.104-106）。その「政治的機会の構造」とは、「政策決定過程の

閉鎖性が対抗力の行使を限界づけており、運動側は対抗力を高めるための決

め手を欠いている」ことであり、「資源状況」とは、組織、専門スタッフ、政

策提案能力、運動間の連携、経験のノウハウの蓄積などが乏しいことを指し

ている。 

 直接的な被害が顕在化しない前の段階での運動ではあるが、1980 年代後半

以降の日本の環境運動の盛衰を考えるにあたっては、しばしば反原発運動が

注目される。田窪(2001)は、社会運動研究の政治過程アプローチ、政治的機

会構造という視点から、原発をめぐる政策決定過程への参加の機会に注目し

て、日本の反原発運動の展開を分析している。そして 4 期に区分し、第 1 期

（1950 年代から 70 年代初頭）では、情報公開を欠いたまま原発立地推進が

進められた過程が強い不満・怒りをよび起こし、運動が求心力を持ち、第 2

期（1970 年代初頭から 86 年のチェルノブイリ原発事故前まで）から第 3 期

（1986 年チェルノブイリ原発事故直後から 90 年代前半まで）にかけては訴

訟や立法の請願等の既存の制度を通じた国の原子力政策をめぐる意思決定へ

の参加が世論の支持を得たものの、実質的に成果に結びつかず、第 4 期（1990

年代前半以降）に入り、専門化・制度化を通じてより実質的に政策決定への

参加を要求する運動への成長と住民投票などを通した住民自治の一環として

の活性化が見られると跡づけ、日本型「運動社会」を展望している。 

 日本の環境運動と環境政策のマクロな展開について、概括的に整理したも
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のとしては、中澤（2001）がある。中澤は、「環境政策と環境運動」を分析

する視点として「公共性」という概念を提起し、「政策と運動とを担う諸主体

が別の主体に対してコミュニケーションを試み、何かを環境問題と定義しよ

うとする、その形態や内容を『公共性』と呼」ぶとしている。そして、公共

性を軸にして、経済政策批判と運動の正統化が展開される公害・開発告発期

(1964～1974 年)、環境政策の形成と不形成（後退や失敗）が見られる生活環

境期(1974～1986 年)、環境政策から環境 NPO への展開が見られる地球環境

期(1986～1996 年)、そして現代の環境リスク期(1996 年～)と 4 つに時期区

分している。 

 日本の環境運動の盛衰については、イベントデータを用いた定量的な研究

もいくつか生まれている。例えば、Broadbent(1997)は、”Two-stage structure 

thesis”を提起しており、 第 1 段階では政治的機会が少し開かれ（苦情処理

など）、第 2 段階で大量の苦情の受け皿がなく政治的機会が閉ざされたこと

が、日本における公害反対行動の拡大につながったと分析している。さらに、

多くの要因を加味した分析と大分県における事例研究をもとに議論を発展さ

せたのが Broadbent(1998)である。また、中澤ほか(1998)では、1968～82

年における地域開発や環境関連の抗議イベントをコード化してデータベース

を整備し、全国レベルにおける抗議サイクル形成の論理と、抗議水準の地域

的・時間的な変動を、「構造的ストレーン」変数と「政治的機会構造」変数と

の比較により検討している。そして、「①住民運動の抗議サイクル形成にあた

っては、構造的ストレーンより政治的機会構造の影響の方が強い。②地域ご

との相違をみると、政治的基盤が安定していない保守地域で抗議水準が最も

高くなる」と結論づけている。また、西城戸(2003)は、「環境問題に対する抗

議活動は、1970 年代半ばに穏健化し、1980 年代にオルタナティブな要求を

する活動が増加し、1990 年代には「停滞」の様相を示したことなどが明らか

になった」とし、環境問題に対する抗議活動全体が興隆した時期と沈静化し

た時期において構造的要因について分析している。前者では「政治的機会の

閉鎖性と革新勢力との同盟」が、後者では「経済的な豊かさ」が要因である
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としている。「さらに 1970 年代半ば以降、日本の抗議型の環境運動は、欧米

の抗議活動と異なり「運動社会」の様相は示していないことが明らかになっ

た」と結論づけている。とりわけ、「1990 年代の環境運動においては、イベ

ント数、イベント規模とも減少し、抗議活動そのものが社会における恒常的

な存在」となっておらず、「争点や担い手が広範囲にわたるような社会」の様

相を示していないとされている。 

 

４．社会運動の地域分析 

 

社会運動のマクロ分析に対して、社会運動が発生した地域の構造を詳細に

分析した注目すべき研究として、中澤(2005)がある。中澤は、新潟県巻町を

主なフィールドとし、その対照地域として柏崎刈羽村をとりあげている。 

中澤(2005)は、同じ時代に原発の立地計画が持ち上がり、激しい反対運動

が起こるなか、最終的に立地が白紙撤回となった巻町と、立地が現実のもの

となった柏崎刈羽村を対照しながら、巻町において「住民投票運動の発生

（1994 年 10 月）から、最後の住民投票によって合併が選択される(2004 年

8 月)までのほぼ 10 年間を考察の軸にすえて、巻町における住民投票運動と

ローカルレジームのダイナミズムを描き出し、住民投票を可能にした諸要因

と、住民投票後の巻町が混迷に陥った原因を追及するとともに、戦後ローカ

ル政治史の転換点を浮かび上がらせ」（pp.24-25）ることを試みている。 

ここで「ローカルレジーム」とは、一言でいえば、地域において一定期間

持続する、様々な人々が複雑に関与する特定のガバナンス構造、を指すもの

と理解される(p.34)。そして、巻町と柏崎の選択を、ローカルレジーム側の

要因として、「柏崎では地域開発レジームから早期に原発レジームを形成した

のに対し、巻町では地域開発レジームを経由せず原発レジームに移行しよう

として失敗した」ことが巻町において「住民投票を実行する会」という「新

しい運動の担い手を生む 1 つの要因となっている」(p.200)とする。 

そのうえで、巻町で運動が「成功」した要因として、住民投票運動により、
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民主主義の「過程」を徹底化しようとする「根源的民主主義」が発現し、そ

れが特定の社会集団を超えて広く住民の共感を呼んだという点を指摘してい

る。そして、計画が撤回されたのは住民投票結果が出てから 8 年も経った

2003 年であり、その翌年には町民は住民投票により新潟市との合併を選択し、

根源的民主主義は十分に展開されなかったと指摘する一方で、国の原子力政

策や地方政治文化に与えた変化にも注目すべきであるとする。 

  

 

むすびにかえて―今後の研究課題― 

 

 以上、中国と日本における環境汚染（公害）被害者等の行動に関する研究

資料の状況や研究動向について概観してきた。ここでは本章のむすびにかえ

て、今後の研究課題について若干検討をしておきたい。 

 まず、中国においては、被害者の行動のみならず、被害の実態すらほとん

ど明らかにされていない。行政機関や報道機関による情報開示に制約があり、

また研究者や NGO による情報発信も量的、質的ともに十分ではなく、しか

も現地へのアクセスが制限されているなかで、どのように情報収集していく

かという問題がある。結論からいえば、現在入手可能な資料については、公

式・非公式をとわず、その資料が作成・公表されるに至った背景を慎重に見

極めつつ、できる限り利用していくという戦略しかないであろう。 

 次に、そうした資料の制約のために、環境汚染問題をめぐる被害者ないし

は住民の行動に関する本格的な実証研究が中国においてはほとんど見られな

いことである。これについては、日本の先行研究を参照しつつ、中国の実情

にあった分析枠組の構築が必要であることを示している。 

また本章では、中国以外には日本に関する先行研究のみを参照したが、環

境汚染被害者を含む広く住民の環境運動という視点では、他のアジア諸国に

おける先行研究にも留意する必要があろう。たとえば、筆者の知る限りでは、

韓国の環境運動に関する貝(1996)、フィリピン・レイテ工業団地のフィール
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ドワークをもとにした平岡(1996)、1990 年代後半までのタイの環境運動と環

境政策を分析した船津(2000)、台湾における自力救済運動をとりあげた

Terao(2002)などの研究がある。このうち、平岡(1996)は、日本の熊本水俣病

事件の経験を踏まえて、「産業公害拡散のスピードがはやいため、また権威主

義的な政治体制による抑圧もあって、環境運動に不可欠な専門的能力をもっ

た人間を地域内もしくは国内で確保・育成するのは困難であり、時間もかか

ると思われる」として、反対運動を組織することの困難性を示唆しており、

中国の現状分析を行う上でも参考になるであろう。 

 以上のように、中国における環境汚染被害者の行動研究は、様々な制約や

課題があるものの、改善がなかなか進まない環境汚染問題の解決の道筋を探

る上でも必要かつ重要であろう。また社会運動を環境政策との関連でとらえ

るならば、日本における関連研究の展開過程から示唆されるように、研究の

対象を狭義の被害者に限定せず、広く環境汚染問題に反対、不平、不満等を

持つ地域住民に裾野を拡げることが有効であろう。 

 
                                                  
〔注〕 
1 本章では、原則として「公害」という言葉を日本の経験の文脈で使用し、

中国における類似の問題現象については「環境汚染」という言葉を使用する。

ただし、固有名詞などで「公害」という言葉が使用されている場合を除く。 
2 2005 年に国家環境保護総局科技標準司の下に環境健康・モニタリング処が

設置された。2007 年 1 月の時点でも専従職員 3 人と小規模な組織である

（2007 年 1 月 26 日ヒアリング）。 
3 登録名称は「中国政法大学環境資源法研究・サービスセンター」である。 
4 2001 年 9 月 15～18 日に北京にて第 1 回、2004 年 3 月 18～21 日に水俣市

と熊本学園大学にて第 2 回、2005 年 11 月 26～27 日に華東政法学院（上海）

にて第 3 回ワークショップが行われた。 
5 2003 年 9 月 13～15 日に滋賀県立大学と滋賀大学で行われた第 22 回日本

環境会議・滋賀大会第 3 分科会。 
6 1998 年に国家環境保護局は国家環境保護総局に改組された。 
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